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福 島 の 現 状* 
― 保養の必要性 ― 
 











































































 ここに読めるのは、このお子さんは 3 カ月間で 0.5mSv の被ばくだったということです。3
カ月で 0.5 ということは、4 倍すれば 1 年間になると考えると 2mSv です。2mSv でいいかと
いうと、実はそうではありません。2011年 3月は、非常に空間線量が高かったのですから、1
カ月だけで 1.125mSvになるというような予測ができました。最初の 1年間、2011年 3月から



















































 検査を受けたなかの 60人から 30人が二次検査を受け、その結果が分かったなかから 1人に
ガンが見つかっている。186人に対して、まだほんの 30人ですので、これが 2人、3人となっ
ていくとするとまずい。なぜかというと、こういった事故がなければ、甲状腺がんになる子ど













 例えば、例を見ますと、楢葉町から県内に避難した人は 942 人、県外に避難した人が 268








                                                   
1 その後、この第一次結果発表者の中から 3名の甲状腺がんが確定。他に 7名の疑いのある子どもたちが











































◆6 渡利学習センターの除染風景（2012 年 10 月 5 日） 
それまでなかなか待てないというのが現状です。住宅除染発注 1割強というような状況です2。 
 
















                                                   















っています。ここは玄関の前の 1cm で 0.37μSv/h、50cm で



















































は無理だなということを考えましたので、妻と娘を 2011 年 3月 20日に避難させました。たま
                                                   



































































































































「うちの子は 3 カ所に行きました」という子が沢山いるのです。そうすると、実質 6,000 人と












































 「ローテーション保養」という意味は、たとえば 4年 1組が 6月の第 1週に行ったならば、4
年 2 が第 2 週に行く。4 年 3 組が第 3 週に行く、4 年 4 組が第 4 週に行けば、その小学校の 4
年生 4クラスは 6月だけで「移動教室」が実現できたということになります。ローテーション
しながら実施する「移動教室」という意味です。 
 新聞記事を 2 枚持ってきました。「放射線量を気にせず教育活動、児童は泳ぎ草花や土に触





































座長は「放射線は 100mSv まで大丈夫」と言っている人です。実際に福島県内で 100mSv にあ
たる所に住んでいる一般の人はいませんが、どうしてそういう健康被害が出るはずもない所
に、300のベッドを持つ放射線の専門病棟が必要なのかと思います。今、建設中です。 
 そういう矛盾をどんどん考えていくと、やっぱり、ここにいられないかもしれないという判
断をする人もいるかもしれない。そういったときに救い出してくれるのが、今回の法律です。
残るにしても出るにしても戻るにしても、きちんと国が保障・支援してくれるということにな
ります。そう考えるとこの「原発事故・子ども被災者支援法」は単に避難の権利をうたうもの
であるだけではなく、「被曝しない権利」を確認する意味の方が大きいのではないかと思いま
す。これは福島県についてだけ適用される法律ではありません。一定レベルの放射能汚染があ
る地域というのは、実は那須塩原にも、柏にも、一関にも、千葉にも、群馬にもあります。そ
ういったところの方々には、夏休みの保養プログラムのお誘いは届いていません。またそうい
った地域から避難するときには、家賃などの保証はありません。検診もありません。そうした
方々こそを救い出していく法律になっていくべきだと思います。今回の地震と原発事故という
複合災害は、たくさんの原発がある日本のどこででも起こりうる災害です。ぜひ全国の皆さん
に関心を寄せていただき、ご自分の問題として考えて頂きたい。そして一緒にこの法律の中身
を充実させていければというふうに願っています。今回、甘い基準や中身になってしまうこと
は、福島の私たちが抱えてしまった不安や苦しみを伝播させてしまうことに他なりません。全
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国の、これから原発を使っていこうとするアジアの、世界のみなさんの、特に子どもたちのた
めになりません。このような取り組みにかかわることは、福島の民が背負うことになった新た
なる重荷でしょうか。それともそこから新しい願いが芽生えることになるのでしょうか。 
 今回の事態で否応なく気付かされたことがあります。放射能汚染は「環境問題」であるとい
うこと。そしてその特殊性から「経済問題」でもあり、「社会問題」でもあるということ。何
よりも人々にとって「精神的な問題」になりかねないことも分かりました。その影響の広さ、
深さを考えなければ、これからの「エネルギー問題」を議論することは出来ないだろうという
ことです。自然科学の分野だけでは到底解決できないでしょう。解決のためには「表層何セン
チ削ればよい」という次元を超えているからです。人文科学を含めた総合的な解釈の中で「今
、
回
、
」をどう活かそうとするのか、私たちは試されています。今も刻々と失われていこうとする
子どもたちの幼年時代＝黄金時代は、二度と戻って来やしないのですから。 
